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【本調査について】 

 実施方法：アンケート調査票を発送（郵送・FAX・電話聞き取りにて回答） 

 実施時期：2020 年（令和 2年） 11 月～12 月 

 調査対象：愛媛県内に本社、支社、工場などを設置している企業 

（本社が愛媛県外にある場合は愛媛県内の拠点が行っている国際取引に限定）。 

 送付先数：730 社 

＜アンケート調査①：愛媛県内企業の貿易取引、海外進出等の動向＞ 

回答数：625 社、有効回答数 606 社、有効回答率 83.0％ 

＜アンケート調査②：海外ビジネスにおける新型コロナの影響と今後の方向性＞ 

有効回答数 368 社、有効回答率 50.4％ 

＜アンケート調査③：高度外国人材の採用・雇用＞ 

有効回答数 368 社、有効回答率 50.4％ 
 

【ご参考ＵＲＬ】 

 ジェトロ「特集：新型コロナウィルス拡大の影響」サイト 

（https://www.jetro.go.jp/world/covid-19/） 

※世界の国々の感染拡大に伴う移動制限や経済への影響、政府等による経済対策、事業者

支援策を掲載。 

 ジェトロ「高度外国人材活躍推進ポータル」サイト 

（https://www.jetro.go.jp/hrportal/） 

※高度外国人材の採用関心企業（求人）と日本で働きたい方（求職）とのマッチング・プ

ラットフォーム。 
 
【本調査の結果概要】 

１．【愛媛県内企業の海外ビジネス動向】～中・韓の割合が低下し、分散傾向が鮮明に～ 

 貿易取引を地域別にみると、アジア（輸出 47.0％、輸入 57.1%）を筆頭に北米・欧州と併せ

て大半（輸出計 79.2%、輸入計 85.5％）を占めるが、前回前年調査と比べて、中国・韓国の

割合が輸出入共に低下して、他国に分散した。 

 取引形態では、直・間併用含めて、間接取引企業数の増加が顕著。規模問わず、海外ビジネ

スに取り組む企業の拡がりと、商流と市場に応じて取引形態を選択する姿勢がみられる。 

 海外進出では、企業数（116）は進出と撤退がほぼ同数と前回調査に比べて大きな変化はみら

れていないが、拠点数（274）をみると、中国・韓国の割合が低下した一方で、インドネシア、

ブラジルなど他国に拡大する動きがみられている。業種別進出企業数は、機械・金属、製紙・

紙製品、農水産物・飲食料品の順に多い。 
 

２．【海外ビジネスにおける新型コロナの影響と今後の方向性】 

～約８割の企業でマイナスの影響があるも、今後も拡大との回答が半数を超える～ 

 新型コロナウイルスの感染拡大により、海外向けビジネスを行う企業の 78.3％が「マイナス

の影響」があると回答した。 

 海外向けの事業戦略やビジネスモデルの見直し内容では、「オンライン商談の実施」が 36.4％

と最も多かった。 

 今後の海外ビジネス展開の方向性として、最も割合が高かったのは「現状維持」の 42.6％だ

が、「長期的に拡大を検討」と「今後１～３年で拡大を検討」の合計が半数を超えた。世界的

なパンデミックを経験してもなお、海外ビジネスを重視する傾向が顕著であった。  
３．【高度外国人材の採用・雇用】 

 高度外国人材（大学卒業以上のレベル）については、有効回答の約 18％が現在雇用しており、

約 30％が今後の採用を検討している。 

有効回答368社のうち、調査時点で高度外国人材を雇用している企業は、65社で全体の17.7％

となっているが、今後採用を検討したいとする企業は 102 社で全体の 27.7％となっている。 

 高度外国人材の採用理由は、有効回答の半数近くが、日本人や外国人の別ではなく、能力や

適性による、との回答。 

高度外国人材の採用理由としては、「日本人や外国人の別なく、能力や適性等により採用する」

との回答が全体の 49.6％、次が「特定の国・地域への業務展開（販路開拓・拠点設立等）の

ため」とするのが 33.5％、「日本人の大学新卒者の代替のため」とするのは 11.5％であった。 
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